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総合小売業のグローバル戦略
??ウォルマートとイオンの立地戦略を中心に??
渦 原 実 男
?．はじめに
20世紀初頭に，寡占メーカーの市場支配行動として誕生したマーケティン
グであるが，1980年代以降は様々な分野に拡大適応されてきており，コトラー
（Kotler,P.）らによって，その概念も拡張されてきた??。その結果，サービス・
マーケティング（Service Marketing）の一分野として，小売マーケティング
（Retail Marketing）が実務と研究の両面で進化してきている。現在，総合小
売業（食品と非食品を幅広く取り扱う総合型業態の小売企業）の中で，小売
マーケティングの国際展開での代表的企業が米国ではウォルマート（Wal-
Mart Stores,Inc.），日本ではイオン（AEON），セブン＆アイ・ホールディングス
（Seven& I Holdings），欧州ではフランスのカルフール（Carrefour），英国
のテスコ（Tesco），ドイツのメトロ（Metro）である。
そこで，本研究では，小売マーケティングにおける立地戦略の重要性を主
張した上で，立地戦略行動の側面に焦点を当てて，米国のウォルマートと日
本のイオンを事例に，法的規制など市場環境の変化への適応行動を明らかに
し，今後の持続的成長経営への方向性を論じていきたい。
?．小売マーケティングにおける立地戦略の重要性と先行研究
１．小売マーケティングの概念と特性
マーケティングの概念に関しては，世界的に最も権威のある団体であるア
メリカ・マーケティング協会（AMA）の最新（2007年）の定義によると，「マー
ケティングとは，顧客，依頼人，パートナー，社会全体にとって価値のある
提供物を創造・伝達・配達・交換するための活動であり，一連の制度的機関，
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そしてプロセスである。」となっている??。また，日本マーケティング協会の
定義委員会の定義（1990年）では，「マーケティングとは，企業および他の組
織がグローバルな視野に立ち，顧客との相互理解を得ながら，公正な競争を
通じて行う市場創造のための総合的活動である」となっている??。こうしたこ
とから，小売マーケティングとは，主体を小売業に特定して，「小売業が顧
客，依頼人，パートナー，社会全体にとって価値ある提供物を創造・伝達・
配達・交換するための活動であり，一連の制度的機関，そしてプロセスであ
る。」と本稿では規定する。
一般的に，企業（生産者）のマーケティングの実務では，マーケティング・
ミックスとして，４Ｐ（Product：製品，Price：価格，Promotion：販売促
進，Place：流通経路）の組み合わせが重視されてきたのに対して，小売業で
は小売マーケティング・ミックスとして，さらに品揃え，店舗立地，店舗設
備や店舗内の雰囲気，接客サービスなどが追加され，より顧客と密着した関
係性マーケティングが重視されている（Place相当の部分が，川上から川下へ
の垂直的な流通経路から，時間的・空間的な立地場所へ拡張されている。）。
現在，成長期のインターネット・ショッピングや通信販売などの無店舗販売
を除けば，小売業は店舗を構え，ここをベースとして周辺の地域住民を顧客
として集客するビジネスモデルであるため，「場所のチカラ」すなわち店舗立
地によってビジネスが左右される。立地場所によって，市場環境，特に顧客
層が異なるため，彼らの好みの品揃えから値ごろ感，期待されるサービスま
で，根本的にマーケティング方法の変更が余儀なくされる。まさに小売業は
立地産業そのものである。
こうしたことから，小売業は立地した店舗をベースに，周辺の市場環境に
柔軟かつ迅速に適応することが，ビジネスの成否を決定し，生き残りの前提
条件，与件となる。よって立地場所の商圏分析や市場調査，立地選定が，小
売マーケティングのスタートである。
２．小売企業の立地戦略の重要性
現代の小売企業にとって，個々の事業を展開する上で最も重要な視点は，
地域対応である。小売業の事業特性として，地域に立地する小売店舗を前提
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としてビジネス展開するため，地域の市場環境への対応，特にローカル化が，
他の産業に比べてはるかに重要で，まさに企業存立に関わる問題となってい
る。ここでいう小売企業のローカル化とは，地域環境の変化に対応するため
の空間的適応のことであり，その様相として，多様的で，相互に緊密な関係
を有しながらも，立地戦略，多店舗化と店舗網の配置戦略，業態構造の多様
化戦略に区分される??。
第１に，立地戦略とは，小売企業が立地の場所としての特性を?慮して，
店舗立地を選択することである。通常，市場規模や出店費用，競争状態，規
制の状況の４つの要素を中心に，立地場所の魅力度をはかって，店舗立地を
決定する。一般に，小売企業の立地戦略は，大きく都市型立地，郊外立地に
分けられる。
第２に，多店舗化と店舗網配置戦略は，小売企業の出店戦略を指し，大型
店にとっては収益性と集客性から店舗規模の拡大と店舗網の戦略的配置が必
然的に重要になる。総合小売業は，仕入れと販売という機能別分業の原理を
基盤として，集中仕入れによる利益と多店舗販売による利益とを同時に達成
する目的で，チェーン・オペレーション管理技法を使用している。店舗網の
戦略的配置には，全国主義，地域重点主義，全国と地域の両面主義に分けら
れる。
第３に，業態構造の多様化戦略は，同一商圏における市場細分化に対応す
るための補完的性格を有する店舗のネットワーク戦略である。例えば，郊外
型総合スーパーを展開する企業が，都心や住宅街の近隣に存在するニッチ市
場を狙って，食品スーパーやコンビニ事業もグループ経営して，補完する形
で店舗ネットワーク展開する。後述するように，日本のイオンは，総合スー
パーであるジャスコを核店舗として郊外型ショッピングセンター開発する一
方で，マックスバリュという食品スーパー，ミニストップというコンビニを
展開している。米国のウォルマートも郊外型・カントリー型のスーパーセン
ターとサムズというメンバーシップ・ホールセールクラブだけではなく，ニッ
チ市場を狙った小型のスーパーマーケットを補完的に展開している。
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３．小売立地の先行研究と工場立地との相違
小売立地の研究は，主として地理学者によって，経済地理や商業地理の視
点から，例えば，「集積の理論」（最小差別化の理論）や「中心地理論」（商
圏），「小売引力の法則」（ハウ・モデル）など，理論的かつ実証的に行われて
きた??。近年は，地理学者により，企業のマーケティングの視点からの立地戦
略の研究が積み重ねられている??。さらに，小売業の海外進出が活発になる実
態を反映して，国際立地の理論研究も進展している??。
従来から商学や経済学，経営学など社会科学全般で，国際研究が盛んであっ
たが，東西冷戦の終結とともに，ヒト・モノ・カネ・情報・技術，さらに企
業や工場，店舗のグローバル化に拍車がかかったことから，グローバルな経
済学や経営学などの研究が進化している。広義の商学では，伝統的な貿易論
や国際金融論中心からグローバル・ビジネス論へ拡張しており，流通・マー
ケティングの研究においても，国際マーケティング研究が先行する形ながら
も，1980年代からの小売業の海外出店展開と並行して，流通の国際化研究が
進められてきた。
こうした歴史的な背景から，流通の国際化研究は，母国で過剰となった商
業資本が国境を越えて移動していく過程に焦点が当てられる。小売業が国境
を越えて地理的・空間的に移動することには，製造業とは異なる特殊な条件
がある。製造業の場合には，生産工程の分割が可能であるため，工場の立地
は，原材料・部品の供給地点と次の工程の需要地点との間のロジスティック
ス（物流）費用や，労働コストなどの費用極小化することが主な条件となる。
これに対して，小売業の場合には，仕入，販売，アフターケアの各過程を分
割することができず，一体的に営まなければならないため，取引費用の極小
化だけではなく，立地地点における市場の収益性（規模や特性）がより重要
な課題となっている。こうしたことから，近年のマイケル・ポータ （ーMichael.
E.Porter）や川端基夫の立地戦略研究では，「費用削減のチカラ」「収入増大
のチカラ」に加えて，「付加価値増大のチカラ」が「場所が有するチカラ」と
して経営戦略上，重要視されていることを明らかにしている??。そして川端
は，立地は開発され創造される側面を持つと指摘し，小売業の立地戦略の方
向性として，立地選択，立地適応に加えて，立地創造に注目している。従来
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では小売業の立地として注目されてこなかった農村地域を開発して，立地創
造を積極的に展開して店舗増加を果たして成長してきた顕著な事例が，米国
のウォルマートであり，日本のイオンである。
さらに重ねて小売業の特殊な条件を挙げるならば，近年，グローバル・リ
テイラー（Global Retailer）と呼ばれる巨大小売企業が成長し，世界的な規
模で店舗ネットワークと調達ネットワークを構築しているように，小売業の
場合は製造業と異なり，販売（店舗）と調達（物流）の２つのネットワーク
が複雑に絡み合ってパワーを発揮するため，「ネットワークのチカラ」も重要
な武器となっている。店舗だけではなく，サプライチェーンに絡んだ物流・
情報流のネットワークのチカラでも，競争優位性を持つ先端企業がウォル
マートとイオンである。そこで，ウォルマートとイオンの具体的事例で立地
戦略をみていく。
?．ウォルマートの立地戦略
１．ウォルマートに関する先行研究での成功要因分析レビュー
ウォルマートに関する小原博（2006）や田口冬樹（2005），森龍雄（1990），
野口智雄（2002），James F.Moore(1993)，渦原実男（2002）らの先行研究
をみると，ウォルマートが急拡大をなしえたのは，競合店が参入しないよう
な片田舎を選んで出店し地域独占を形成したことと，エブリディ・ロープラ
イス（Every Day Low Price以下，EDLPと略称する）で有名になった毎日
安売りという低価格戦略であるというのが通説である??。この EDLPを可能
にした要因として，①集中出店と徹底的な物流効率化，②最先端の IT技術を
活用した情報システム，③低価格仕入れの実現，④徹底的なコスト管理など
がしばしば指摘されてきた。より具体的には，標準化したプロトタイプ店舗
のドミナント出店，商品回転率の向上と無駄な在庫の削減，用地費や広告宣
伝費，さらに人件費などのコスト削減を行い，リテールリンクを活用して情
報の共有化を進めて，効率的なサプライチェーン・マネジメントを行うなど
究極の Every Day Low Cost（毎日低コスト）管理体制により，競争力のあ
る EDLPのビジネスモデルを構築したことにある。
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この EDLPのビジネスモデルは，地域市場環境の変化に適応するマーケ
ティング戦略に従って，小売業態（ストアー・フォーマット）開発という形
で具現化してきた。創業者サム・ウォルトン（Sam Walton）は，最初に着
手したバラエティストアの限界を痛感し，1962年にディスカウントストア業
態を開発したのを手始めに，会員制のホールセールクラブ業態であるサム
ズ・クラブ（Sam’s Club），スーパーマーケットを併設したスーパーセンター
業態であるウォルマート・スーパーセンター（Wal-Mart Supercenter），さ
らにスーパーマーケットであるネイバーフッド・マーケット（Neighborhood
 
Markets）など，次々と革新的に業態開発を積み重ねてきた。1990年代から
は，広い商圏の多くの顧客をスーパーセンターで呼び込み，自社のスーパー
センター間の𨻶間は，ネイバーフッド・マーケットで草刈り場的に根こそぎ
獲得する市場浸透戦略を取るなど，小売業態ミックスを効果的に展開してい
る。こうした点から，ウォルマートの業態革新は，立地戦略に根ざして生み
出されたといえよう。
２．立地戦略と業態開発
成功要因で述べたように，ウォルマートの EDLPの背後には徹底した低コ
スト管理体制があり，その一つは，コスト・パーフォマンスが最も高い店舗
立地の存在が源泉となっている。店舗立地によって市場環境が異なるため，
望ましい小売業態・ビジネスモデルは規定される。よってウォルマートの場
合，立地戦略革新は，成功ビジネスモデルの根幹を形成する非常に重要な経
営戦略である。
従来から小売業の場合，人口の多い都会や都市の商圏に出店するのが店舗
立地戦略の主流であったが，ウォルマートは反対に人口の少ない地域を狙っ
た立地戦略を取り，セオリー破りを行った。これには当時，先行していたＫ
マートが既に大都市に出店し，好立地を確保済みであったためという競争条
件にも拠るが，元々，ウォルマートの場合は，創業の時点からアーカンソー
州ロージャーのカントリー（農村部）に１号店を開店して以来，カントリー
出店に拘ってきたことに起因する。カントリーは田舎であるため無店舗地域
であることも多くあり，競争相手があまり進出してこないことで，独占的に
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小商圏内の消費者を根こそぎ吸引することができたのである。このように，
ウォルマートのカントリーや人口の少ない地方小都市中心の立地戦略が，革
新的なマーケティング戦略であった。
歴史的に詳細に業態開発を見ていくと，最初のバラエティストアは，「ソフ
トグッズなどの非耐久消費財を中心に多様な日用雑貨を低価格で販売する小
売業で，家具や大型家電は取り扱わないし，部門ごとに分かれた売場構成も
持たない」，いわば日用雑貨店であった???。これに対して，ディスカウントス
トアは，「衣料品を中心とした多様な非食品を低コスト・オペレーションによ
りセルフサービス方式で低価格販売する小売業」であるが，ウォルマートが
このディスカウントストアを目指したのは，農村の消費者へ，多様な商品を
身近な店で，低価格で一括して提供することであった。ディスカウントスト
ア業態には，Ｋマートやターゲットに代表される都市型ディスカウントスト
ア（ファッション的で比較的高級な商品を品揃え）とウォルマートのような
農村型ディスカウントストア（農村商圏に向けた大衆品や実用品を中心とし
た品揃え）があるが，結果的には農村型が支配的となった。これは，ウォル
マートが人口5,000人から２万5,000人の小さな町に出店し，大型店舗を構え
て，住民の生活をカバーするのに必要な完全な品揃えと，EDLP戦略がコス
ト競争力のあるより強力な業態を生み出したからである。
３．多様な店舗形態の組み合わせによるドミナント戦略
1980年代以降のウォルマートは，ディスカウントストアを基礎に，会員制
の現金持ち帰り卸で，倉庫型店舗で生鮮食品を含む幅広い商品を消費者にも
低価格で販売するサムズクラブを開発し，初めて食品を品揃えし，食品ディ
スカウント・マーチャンダイジングのノウハウを取得した。このことが次の
スーパーセンター（ディスカウントストアに大型スーパーマーケットを組み
合わせた衣食住フルライン）とネイバーフッド・マーケット業態開発に生か
されており，QR（クイックレスポンス）や SCM（サプライチェーン・マネ
ジメント）などの小売技術革新を生み出した。
このようにウォルマートは，非食品を扱うディスカウントストアを基にし
て，南部の田舎町から都市部の郊外へ，そして米国全土へと拡張していった
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が，1990年代中葉以降は，ディスカウントストア，サムズクラブ，スーパー
センター，それに𨻶間を埋めるネイバーフッド・マーケットという４つの業
態を組み合わせて，多業態による展開へと転換している。ウォルマートの発
展した経緯により，かつてはディスカウントストア中心であったが，ワンス
トップ・ショッピングの利便性や集客力の向上を図って，スーパーセンター
へ業態転換を進めた結果，2011年１月31日現在，業態別の構成比はスーパー
センター2,907店（65.9％)，ディスカウントストア708店（16.0％），サムズ
609店（13.8％），ネイバーフッド・マーケット189店（4.3％）の順となり，
完全に主力業態はスーパーセンターとなってドミナント出店戦略をとっている??。
４．国際立地戦略
ウォルマートの海外進出要因としては，環境要因によるプッシュ要因と
ウォルマートの主体的なポジティブ要因が挙げられる。前者としては，近年
米国では国内小売市場が成熟化・飽和化し，これ以上の成長が期待できない
ことに加えて，各自治体による大型店舗の規制がなされているため，出店が
困難な状況に追い込まれていることなどにより，海外進出の重要性が高まっ
ていることである。後者としては，多様な業態開発力や自社構築の情報技術
力，大規模購買力・販売力など海外市場における強みを十分備えていること
である。ウォルマートの海外進出戦略について，国際立地選択，国際進出モー
ド選択，業態の展開，国際流通戦略の４つの側面から分析していく???。
まず第１に，国際立地選択に当たって検討すべき優先事項は，進出国の法
的規制や経済状況，社会的インフラ，文化的背景，消費者行動の特性などの
環境条件であるため，通説では比較的に参入障壁が低い近隣の同質的市場へ
の進出から開始し，海外経験が蓄積されるにつれて段階的に異質市場に拡張
していくパターンを取るものと?えられている。実際，ウォルマートの場合
も，1991年にメキシコに出店したのを皮切りに，1992年にカナダ，1993年に
アルゼンチン，1995年にブラジルというように，米国周辺の近隣諸国から開
始し，国際事業部を中心にして本格的に国際立地戦略を進めている。この背
景には，地理的・文化的近隣性に加え，北米自由貿易協定（NAFTA）とい
う経済圏の存在も影響していたが，それ以降は，1996年に中国，1997年にイ
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ンドネシアというようにアジア諸国へ拡張すると同時に同年のドイツ，1999
年の英国というようにヨーロッパ諸国へ，市場機会を見出して分散的に進出
してきている。
第２に，小売企業の国際進出モードについては，企業の戦略や能力に応じ
て，合弁や買収，直接投資など，いくつかのタイプが存在する。ウォルマー
トの場合は，進出国の状況や機会などにより，あらゆるタイプを柔軟に採用
している。例えば，合弁（メキシコやブラジル，中国，日本）や買収（カナ
ダやドイツ，韓国，英国），直接投資（アルゼンチン）というようにミックス
型の進出モードが採用されてきた。しかし，ウォルマートは進出国において
も母国市場で蓄えたノウハウを創造的に移転していくために，莫大な資本力
を基盤とする買収による展開に力点を置いており，自らが展開する業態と
マッチした企業獲得を狙ってきている。
第３に，業態の展開に関しては，業態自体の競争優位，あるいは他業態と
の差別的優位性の海外市場での実現の観点から検討される。ウォルマートの
場合は，進出モードの決定と同様に，進出国の市場環境に合わせて対応し，
多様な業態をポートフォリオ戦略的に展開する「多業態戦略」を採用してい
る。具体的には，図表１「Walmartの進出先国別の業態店数」で明らかなよ
うに，国際立地戦略においても，商圏分析や市場調査を行い，店舗立地の地
域市場環境に対応して，スーパーセンター，ディスカウントストア，サムズ，
スーパーマーケットの中から適切な業態を選定して，ドミナント出店展開を
行っている。例えば，中国はスーパーセンター，カナダのWoolco（ウールコ）
はディスカウントストア，日本の西友や英国のASDA（アズダ）はスーパー
マーケットを主力業態にするなど，進出国それぞれの政治・経済・文化・社
会・法的規制・競争などの市場環境だけではなく，店舗立地周辺の地域固有
の市場環境にも照らし合わせて，補完的に業態の組み合わせをしている。さ
らに，図表２「ウォルマート・メキシコ７業態の対象所得層」で示したよう
に，すべての所得階層をカバーして，総取りする戦略を取っている。
第４に，国際流通戦略に関しては，ウォルマートの場合，各進出国におい
て独自の供給システムの構築，海外市場における直接取引関係の構築などグ
ローバル・ソーシングを積極的に展開していることに特徴づけられる。また，
総合小売業のグローバル戦略
― ―9
こうした供給システムの構築は，情報通信技術の発達によるものとし，全世
界のサプライヤーとの電子取引関係を可能にするシステムを展開し，詳細な
販売関連データをサプライヤーと共有することで効率化を図っているものと
いえる。
以上，ウォルマートの国際立地戦略の事例から，各進出国において自らの
コンピタンスを実現するために，如何にしてカスタマイズされた小売システ
ムを構築していくのかという流通戦略の実行能力に成功のカギがあるといえる。
図表１ Walmartの進出先国別の業態店数
（出所）Walmartのアニュアル・レポート。（2009年１月末現在)???
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?．イオンの立地戦略
１．総合スーパーの特性
日本の総合スーパーは，米国からセルフサービス販売方式，チェーンスト
ア理論などの流通ノウハウを導入し，日本の風土に合わせてアレンジして生
成された小売業態である。具体的にはスーパーマーケットとセルフサービ
ス・ディスカウント・デパートメントストア，チェーンストア方式などの技
術を結合させて業態開発を展開した???。総合スーパーは，量販店とか，GMS
（ゼネラル・マーチャンダイズストア）とも呼ばれるが，米国のシアーズ
（Sears）に代表される GMSとは，取扱商品に食品が含まれるか否か，プライ
ベートブランド商品の取り扱い比率が高いか低いかによって，業態が異なっ
ている。よって，衣食住の３部門を総合的に品揃えする日本独自の業態とし
て，総合スーパーは発達してきた。今日の大手総合スーパー５社の主なルー
ツ（出自）を見ると，イオンは岡田屋呉服店・フタギ洋品店，イトーヨーカ
堂は洋品店の羊華堂，ダイエーは大栄薬品工業，西友は西武百貨店の一部門，
ユニーは ほていや呉服店・西川屋履物店というように，意外にも食品以外の
分野からスーパーマーケット事業に参入し，商品ラインを拡大して，食品，
衣料品，薬品，雑貨，住宅用品など総合的に品揃え，店舗規模の拡大，エリ
（出所）『日経ビジネス』2009年７月27日号，p.29。
図表２ ウォルマート・メキシコ７業態の対象所得層
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アの拡大，組織の整備を図って原型を構築してきたのである。
２．当初の都市型立地戦略
総合スーパーは1960年代前半からチェーンストア方式で多店舗化戦略を展
開するが，その重点は，立地創造と郊外出店戦略であった。高度工業化を背
景に，大都市圏域へ人口や産業が集中したため，当初の総合スーパーは，３
大都市圏への立地戦略を取った。首都圏，京阪神圏，中京圏などの主要な大
都市圏域から大手総合スーパー５社の母体が創業した当時（1950年代後半），
その店舗立地は，都市型立地とりわけ中心市街地や駅前立地であった。産業
構造の変化や高度成長とともに，鉄道網が整備されるにつれて，人口の都市
集中が起こり，駅前に繁華街や商店街など商業集積が形成されたため，大手
総合スーパーのほとんどが，60年代前半まで，駅前立地からスタートしたの
である。
その間に総合スーパーは，様々な消費者ニーズへの対応として，取扱商品
図表３ 商業立地の史的展開と二極化
（出所）池澤威郎（2007）「消費の二極化と小売業態の革新」『オイコノミカ』第43巻第３・４号，
p.100。
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ラインを拡大し，多様な業種にまたがる商品構成を実現し，ワンストップ・
ショッピング機能を強化した。商品部門の総合化と売場面積の拡大，多階層
化などにより「疑似百貨店」とも呼ばれるように大型店化し，さらに多店舗
展開も推進した。しかし，駅前など繁華街は，土地や建物の価格が高いため
に，店舗規模の拡大は高コスト（土地代・賃借料）負担となってしまい，低
価格販売がしにくくなってしまった。おりしもモータリーゼーションによっ
て，車社会が到来するとともに，都市構造も変化が起こり始めていった。そ
こで，総合スーパーも新たな店舗立地を求めて，図表３のように立地戦略を
転換していった。
３．郊外立地戦略への転換
1960年代後半からは，都心の地価が高騰したため，より低い地価の立地を
求める動きが顕著になり，大都市の周辺部に新たな商業立地が生まれた。居
住地の郊外移転やマイカーの普及による生活行動範囲の拡大に対応して，総
合スーパーも繁華街の駅前や中心市街地から郊外地域へ立地戦略を転換した
のである。道路網（特に高速道路）や駐車場など交通インフラの整備も進展
したことが，郊外立地戦略を後押しした。こうしたことから，総合スーパー
の大都市圏での郊外店舗立地が普及していった。
さらに３大都市圏だけでなく，県庁所在地を主とした地方の中核都市（当
時は，概ね人口20万人以上）には，大量輸送機関が集中し，高度経済成長と
ともに人口が増加したために，総合スーパーは中核都市から地方都市へ
チェーン店舗展開を進めた。これらの地方の中核都市では，周辺の諸都市か
らの人口流入が大きく，都市圏の拡大とともに成長が見られ，魅力的な商業
立地となっていった。当時，大型店の出店を規制していた第二次百貨店法は，
総合スーパーは規制の対象外であっただけではなく，むしろ流通革命の牽引
者，流通近代化の旗手として期待されていたため，追風を受けて地方都市で
の多店舗チェーン化が進展した。
総合スーパーは，商品支払回転率の差と短期借入資金に依存して，比較的
安価な郊外地に投資し，人口集中地域への立地戦略として出店するように
なった。大型店を出店して立地創造し，値上がりする土地を担保にして，さ
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らに出店する行動パターンをとって多店舗化したが，1990年代の土地バブル
崩壊後，こうした投資行動が財務体質を脆弱化させていった遠因となった。
1970年代になると，総合スーパーの大型化や多店舗化に対して，地域中小
商業者や百貨店からの反対運動が激化し，大規模小売店舗法の施行とともに，
総合スーパーの出店への規制が強化された。逆風となったために，総合スー
パーは中心市街地での大型店の出店を抑え，規制対象外の小型店であるコン
ビニエンスストアの多店舗展開に力を注ぐようになった。例えば，その当時，
ダイエーはローソンを，イトーヨーカ堂はセブンイレブンを，西友はファミ
リーマートを，ジャスコ（現在のイオン）はミニストップを，それぞれグルー
プ内のコンビニエンスストアとして育成し，チェーン展開をサポートしてき
た。（現在は，各社とも総合スーパーから自立して，独立経営を行っている。）
1970年代後半には，人口10万人前後の地方都市まで，都市化現象が拡散し
たので，これらの地方都市にも積極的に出店するようになった。欧米風ライ
フスタイルが普及するに従い，総合スーパーは小売業態の主力業態となり，
ロードサイドや農村部にも店舗立地を拡大していった。
４．郊外ショッピングセンター立地戦略
1960年代末から，店舗立地の郊外化，店舗の大型化とともに，総合スーパー
は自らがディベロッパーとして，郊外ショッピングセンタ （ー以下，SCと略
称する）を開発し始めた。マイカー客への対応上，郊外に十分な駐車場を備
え，多くの専門店や飲食店をテナントとして集め，総合スーパーが核店舗と
して入店する SCが増加した。
郊外 SC開発のメリットは，第１に，郊外の比較的安価な土地を先行投資に
より取得した上で大型 SCを出店すると，新たな商業立地創造により地価上
昇の利益を獲得できる点である。第２に，郊外 SCは，大規模な売場面積と駐
車場，サービス施設を保有することから，広い商圏での大きな集客力を発揮
できるため，テナントへの有利な条件での賃貸を可能とし，賃貸収入を高め
た。また，SC周辺の地元中小小売業者をテナントとして加入させることで，
地元との衝突を回避し，利害の調整にも役立った。第３に，SCは売場面積が
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広く，テナントが総合スーパーの品揃えを補完することで，比較購買性を高
め，商業施設としての魅力を高める効果があった。
こうしたメリットを享受して，積極的に SC開発に取り組んできたのがイ
オンである。SCは一般的に商業特性から，３タイプに区分される。第１のタ
イプは，近隣型（ネイバーフッド）SCで，人口約５万人～７万人程度を商圏
とし，生活必需品や購買頻度の高い商品を中心に品揃えする。第２のタイプ
は，地域型（コミュニティ）SCで，人口10万人～30万人の商圏とし，ワンス
トップ・ショッピング可能な衣食住に関する幅広い商品を品揃えする。第３
のタイプは，広域型（リージョナル）SCで，人口30万人以上の商圏を対象と
し，総合スーパーと百貨店など２つ以上の核店舗を，100店舗以上の専門店が
並ぶエンクローズモールで結ぶ構造で，買回り品と専門品を中心に品揃え，
さらに時間消費型の映画館や遊園地などのレジャー・サービス施設も保有す
る。
イオンでは，大規模小売店舗法の規制緩和を背景に，店舗立地革命の一環
として，近隣型 SCと地域型 SCの開発を進め，近年はさらに広域型 SCの開
発にも乗り出している。越谷レイクタウン SCは，日本最大級の SCで，本格
的なエコ SCとして2008年に開店した。
５．イオンの国際立地戦略
矢作敏行（2007）によれば，企業の国際化戦略には「受動的国際化」（相手
に依頼されて出店する，あるいは通常の地理的多角化として国際化する戦略
で，本拠地はあくまで国内というスタンス）と「能動的国際化」（自社の将来
を積極的に海外に託し，国際的な発展を目指すスタンス）があって，海外の
有力総合小売業は，1990年代後半，能動的国際化へギアチェンジしてい
る???。ただし，成功のためには，能動的国際化だけでは不十分で，競合相手
より優れている自社の強み，つまり経営の優位性を存分に発揮した「発展的
国際化」が求められている。海外進出ではリスクが高いため，経営資源の量
や質，それをうまく動かす組織能力が重要であり，自社の強みは何かを明確
にして，中核事業に経営資源を集中する必要がある。
イオンの場合，東南アジア（マレーシアとタイ）進出は，1985年に進出先
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国の政府・企業あるいは仲介者からの誘致を契機とした「受動的国際化」と
して開始し，1987年には香港にも出店した。３カ国・地域の業態移転は，手
探りの参入であり，しかもそれぞれの市場特性と環境変化の影響を受けたた
め，図表４の「中国とアセアンにおける事業展開」のとおり，マレーシアで
はモール型ショッピングセンター，タイでは食品スーパー，香港では総合スー
パーというように，現地化で異なる業態を中核事業とする意図せざる結果と
なっている。
その後，1990年代後半には，中国の広東，青島，深
??
?
??
に進出し，中国と東
南アジアに焦点を絞って多店舗化を行っているように，イオンも「能動的国
際化」へ国際化戦略を転換し，強化している。さらに2006年には，中国での
出店を加速するために，北京に中国の総代表部を設置し，2007年に北京イオ
ンを設立した。そして，中国を代表するディベロッパー企業・上海上実（集
団）有限公司と業務提携し，同社との提携を活かしつつ，イオングループの
総力を結集したモール型ショッピングセンターを中心とした街づくりを中国
で推進し始めている???。まさにイオングループの強みであるショッピングセ
ンタ－開発事業を中核に経営資源を集中し，業態開発に本格参入しており，
（出所）イオンのWebサイト。http://www.aeon.info/news/2011-2/pdf/
111220R-2.pdf（2011年12月20日現在）
（注)イオンストアーズ香港では，他に専門店としてリビングプラザを24店
舗，弁当ショップを２店舗運営している。
445498海 外 店 舗 合 計
113041中 国 事 業 計
033北京イオン
268イオン華南
077青島イオン東泰
3912広東ジャスコチームストアーズ
6511イオンストアーズ香港
332457ア セ ア ン 事 業 計
29029イオンタイランド
42428イオンマレーシア
SM GMS合計法 人 名
図表４ イオンの中国およびアセアンにおける事業展開
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「発展的な国際化」に挑戦している。
その象徴として，2008年に北京初の郊外型大型ショッピングセンター，「イ
オン北京国際商城ショッピングセンター」を開業した。市内最大規模の敷地
面積約９万㎡で，北京の中心市街から車で35分の距離にあり，3,000台収容可
能な駐車場を備え，モータリーゼーションに対応しており，まさに「立地創
造」を行うと同時に，新しいライフスタイルを提案をしている。総合スーパー
であるジャスコ店を核店舗として，モール内の専門店には，イオンのグルー
プ企業が多数出店し，イオンの専門店事業の総力を挙げた取り組みを行って
いる。日本の国内市場が縮小傾向にあるため，イオンでは今後，中国事業と
アセアン事業を主力事業と捉えて事業展開を進めている。
?．法的規制と小売企業の対応
近年，国内市場の成熟化・飽和化ということだけではなく，「人と環境にや
さしい街づくり」の観点から，日本も米国も共に，小売企業に対する地域社
会の要請が強まり，厳しい法的規制や条例が強化される風潮にある。そのた
め，ウォルマートもイオンも，共に国内に大型店や巨大 SCの新設が難しくな
りつつある。
１．米国での法的規制
かつて，米国の強さは公的規制のない自由な市場にあるのに対して，日本
は公的規制が多いために企業の自由な活動が阻害されているとの発想から，
規制緩和論が大手を振るってきた。しかし，近年の原田英生らの実証研究や
調査から，米国の自由で公正な市場における競争というのは幻想であると主
張されるようになってきている???。
1990年代に入ってから，ウォルマートなど大型店の進出は，雇用や税収の
減少，地域内経済循環の縮小，社会関係資本の悪化等をもたらす可能性が強
く，地元もしくは地域の経済・社会にとって必ずしもプラスとはならないと
いうことが論じられるようになり，1990年代の終わり頃から，大型店出店に
対する規制を強化する自治体が急速に増加してきている。そのため，スーパー
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マーケットとディスカウントストアを結合した形態であるスーパーストアの
出店を全面的に禁止している自治体もあって，ウォルマートにとっては，国
内市場で新規出店が厳しい状況になりつつある。米国では，大型店の出店問
題に関する権限は，連邦政府にはなく，州政府にあるが，現実にはこの権限
の多くを，４万近くもある市町村等の地方政府に委譲されている。これらの
自治体が独自の条例を制定して執行しているため，規制の内容も強さもバラ
バラである。
自治体では，開発・土地利用規制制度の中核ともいえるゾーニング制度に
よって，営業時間規制や業種・業態規制，チェーン店規制，退店（空き店舗）
対策の義務化等，経済活動，営業活動に対する規制を行っているケースが多
く見られる。さらに環境保護法による規制や景観規制，建築規制なども加わっ
て，多様な規制が張り巡らされている。近年，ウォルマートの急拡大の及ぼ
す地域経済社会への影響もあって，各地で住民団体や環境保護団体，労働組
合等が中心となった出店反対運動が頻発していることに呼応し，こうした視
点からの規制を追加・強化する自治体が増加している。
２．日本での法的規制
わが国での大型店の出店に関する規制は，これまで大規模小売店舗法（以
前は百貨店法）を中心に実施されてきたが，規制緩和の要請の高まりから，
近年は，大規模小売店舗立地法，中心市街地活性化法，改正都市計画法のい
わゆる「まちづくり三法」によって行われている。その結果，イオンを中心
とする郊外型ショッピングセンターが全国的に増加した半面，中心市街地に
立地する百貨店や大型店の相次ぐ閉店，中小零細小売店の激減により商店街
の衰退化が全国的に広がり，大きな社会問題となっている???。
そこで，コンパクトシティ構想による中心市街地の再生を狙い，郊外型
ショッピングセンターの規制を強化した「改正まちづくり三法」に見直しを
図っている。そのため，郊外型ショッピングセンター開発で成長してきたイ
オンも戦略転換を迫られ，総合スーパー事業の見直しを図っている。
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３．小売企業の対応
以上，述べてきたように，米国ではウォルマートが今までだれも目につけ
なかったカントリーに出店し，立地創造で成功して，世界第１位の巨大小売
企業に躍進した。一方，日本でもイオンが農村部に郊外型ショッピングセン
ターを開発し，立地創造で成功して，総合小売業（総合スーパー）のトップ
企業に昇りつめた。しかし，日米ともに，国内では大型店の出店に対して，
地域社会から批判が強くなり，規制強化のために，店舗展開が厳しくなって
きている。そこで，こうした市場環境の変化に，小売企業として両社とも経
営戦略を転換することで対応している???。
第１に，地域社会との望ましい関係を構築するために，「人と地球にやさし
い店づくり」政策を強化し始めている。低価格商品による消費者利益の提供
だけでは不十分な時代となったことを受けて，地域社会貢献を前面に出して，
環境対策（エコストアやグリーン物流，エコ商品の販売など）や福祉対策（ウォ
ルマートの店内クリニックや奨学金制度，イオンのパート待遇改善策など），
低価格商品による消費者利益対策（ウォルマートのロールバック，両社とも
に安全・安心・低価格の PB開発など）を実践している。
第２に，小型・中型店舗フォーマットの開発である。ウォルマートはネイ
バーフッド・マーケット（約3,300㎡）だけでなく，さらに小型のマーケット
サイド（約1,300㎡）を開発，一方，イオンは小型スーパ 「ーまいばすけっと」
に加えて，小型ディスカウント店のフォーマットも開発している。
第３に，国内市場は飽和状態であるので，海外市場に本格的に進出してい
る。両社とも，中国市場を最重要視して，積極的に店舗展開しているが，ウォ
ルマートはさらにインド，ロシアなど新興市場にも進出準備を進めている。
?．総括と今後の研究課題
本研究では，ウォルマートとイオンの立地戦略を中心に，総合小売業のグ
ローバル戦略を解明した。小売業は立地産業と言われるように，小売マーケ
ティングでは，立地戦略が重要である。そこで小売立地の先行研究をレビュー
して，工業立地との相違を指摘した上で，「費用削減のチカラ」「収入増大の
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チカラ」に加えて，「付加価値増大のチカラ」が「場所が有するチカラ」とし
て経営戦略上，重要視されていることを明らかにした。さらに，近年，立地
選択，立地適応に加えて，立地創造が注目されており，従来では小売立地と
して注目されてこなかった農村地域を開発して立地創造で成長してきた顕著
な事例が，米国のウォルマートであり，日本のイオンであるといえる。
ウォルマートは米国南部の農村地域へのドミナント出店で，地域のニーズ
を総取りする形で，低価格訴求の業態を開発し，ディスカウントストア，スー
パーセンター，サムズ，スーパーマーケットの店舗ミックスで全米の覇者と
なった。一方，イオンも農村部や郊外にモール型ショッピングセンター業態
を開発し，核店舗として総合スーパーのジャスコ，テナントでモールを形成
する独特のビジネスモデルを構築した。両社とも，国内で開発した競争力の
あるビジネスモデルを携えて，海外出店し，小売の国際化を推進しているこ
とを明らかにした。
ウォルマート，イオンともに，母国市場規模が大きいために，カルフール
やテスコと比べ，比較的海外売上高比率が高いとはいえなかった。しかし，
ウォルマートは，2009年２月に，国際事業部門の責任者であったMike Duke
（マイク・デューク）氏が CEO（最高経営責任者）に就任し，今後は国際事業
を拡大強化の方針で，真にグローバル小売業に向かって発展するものと?え
られる???。イオンも「グローバル10構想」で明記しているように，全世界で
10位以内にランクされるようなグローバル小売業を目指している。コンビニ
の覇者日本のセブン＆アイやドイツのメトロを含めて，総合小売業のグロー
バル競争が，ますます激化しつつある。
こうしたグローバル化は，新興国や発展途上国の流通の近代化や生活の質
の向上に寄与するとともに，非常に利便性の高い流通システムの構築実現を
可能にしつつある。それとともに，小売企業の果たす役割が非常に大きくな
り，経済面・環境面・社会面を含めた広義の社会的責任の遂行が求められて
いる。今後は，持続的成長（サステナビリティ）に向けた経営が望まれてお
り，具体的な小売業態の開発やビジネスモデルの構築が緊急の課題である。
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１．ウォルマートとイオンのイノベーションの特徴
最後に，両社のイノベーションの特徴を整理し，まとめとしたい。
ウォルマートとイオンは，衣食住の総合的な品揃えを行う業態を複数内包
し，その業態の組み合わせでドミナント出店し，絶えず店舗のスクラップ・
アンド・ビルドでイノベーションを行いながら地域の消費を総取りする戦略
面では共通性が見られる。さらに両社とも，従来，小売立地として注目され
なかった農村地域を開発し，立地創造を媒介として成長した点も共通性が見
られる。
但し，次のような特徴や相違点も挙げられる。ウォルマートは，情報通信
技術や物流技術など先駆的に導入して低コスト経営を実現し，その成果とし
て EDLP（エブリディ・ロープライス）の低価格販売モデルを構築した。そ
れとともにディスカウントストア，ホールセールクラブ，スーパーセンター，
スーパーマーケットなど店舗フォーマットを組み合わせた多業態戦略とって
いるが，ディスカウントストアからスーパーセンターへの業態転換も進め，
ワンストップショッピングの利便性と価格競争力のあるスーパーセンターを
海外出店の主力業態としている。
一方のイオンは，総合小売業が苦境の中，郊外地や農村地域にモール型
ショッピングセンターを開発し，総合スーパーのジャスコを中核に，食品スー
パーやスーパーセンター，ミニスーパー，コンビニエンスストアなどの店舗
フォーマットの組み合わせで競争優位性を発揮するようになった。イオンは
提携や合併で創設した経緯から，企業文化にイノベーションを受容する伝統
的精神を持ち合わせていたために，店舗のスクラップ・アンド・ビルドを積
極的に行いつつ新業種を開発し，グループの結束力と，情報化や物流合理化，
PB商品開発などを重視したイノベーションに特徴が見られる。こうしたこ
とからグループでの競争力のあるモール型ショッピングセンターを，海外出
店の主力として展開している。
２．ウォルマートとイオンの経営課題
ウォルマートとイオンは，総合小売業として日米のトップ企業の地位にあ
るだけではなく，世界的なリーディング・カンパニーでもあって，国際的な
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影響力を保持している。これからも国際競争力のある総合小売業として発展
し続けていくためには，CSR経営体制の下で，絶えざるイノベーションを導
入し，小売ビジネスモデルを開発し，経営革新を推進していくことが肝要で
ある。そのための経営課題を挙げていきたい。環境的側面と社会的側面，経
済的側面のトリプル・ボトムラインのクリアが必要とされるため，これに従っ
て列挙していく。
第１に，環境的側面では，「地球環境にやさしい」店舗である業態開発であ
る。いわゆるエコストアやエコ・ショッピングセンターの開発は緊急の課題
である。日本の民主党鳩山元首相が温暖化対策を優先課題に挙げたのと同様，
米国でも民主党オバマ大統領がグリーン・ニュー・ディール政策を公約して
おり，環境保全に真正面から取り組むことが求められている。全ての産業や
ビジネスにおいて，環境対策は必須の経営課題であり，小売業も当然である。
小売業の特性として，消費者である地域住民が店舗に来店することから，住
民と協働した住民参加型の環境活動を直接行える故，効果が見えやすく，そ
の成果が長期的良好な関係性構築により，収益に良い効果をもたらすことも
期待できる。本文で上述したように，ウォルマートもイオンも出店反対運動
など激しい社会的批判を受けてきた反省から，近年，環境対策に真剣な取り
組みが見られるが，さらなる企業努力が要請されており，重要な経営課題で
ある。
第２に，社会的側面では，人にやさしい経営である。両社とも，EDLPを
実現するために，低コスト経営モデルを構築してきた。過度な人件費削減が，
パートやアルバイト，非正規雇用の低賃金労働者を多数生みだし，所得格差
社会の元凶企業のように見なされてしまい，これが全国各地のコミュニティ
からの出店反対運動の激化になったことを教訓とする必要がある。小売業全
般に低賃金体質があって，待遇が悪いために優秀な人材が集まらず，社会的
地位も低いままできたが，そろそろ見直す時代になったと言わざるを得ない。
従業員の福利厚生や待遇改善，特に販売員の多数を占める女性の結婚後や出
産後の働きやすい勤務条件の改善は当然のこととして，ハンディキャップの
ある人を含めた全ての老若男女にとって，買い物しやすい空間づくりも重要
な経営課題となっている。
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第３に，経済的側面では，さらに無駄な取引や省資源化に取り組み，低コ
スト経営で利益を確保できるビジネスモデルの構築である。商業の歴史を紐
解けば，シアーズやA&Pのように，米国の売上高トップで一世を風靡した企
業も，いつしか官僚的で変化に対応できない大企業病になってしまい，衰退
した事例は多く見受けられる。現在，断然トップの売上高第１位のウォルマー
トであっても，市場に柔軟に対応しなければ持続的な発展は続けていけなく
なる恐れがある。イオンも同様である。絶えざるイノベーションを行い，経
営革新できるシステムが必要である。
第４に，両社とも，業態の見直しや新業態の開発が必要である。日米とも
に国内市場では，既存業態の集客力維持が困難になる傾向にあって，新しい
客層の開拓と新ビジネスモデルの構築が不可欠となっている。例えば，ウォ
ルマートでは，顧客層の引き上げによる拡大を狙って，清潔で買いやすい店
舗設計，少しファッション性のある品揃え，低価格の PBの強化を図り始めて
いる。イオンも総合スーパー業態の見直し，低価格 PBを主体としたディスカ
ウント業態の開発，都市型小型店舗の開発，郊外型 SCの再活性化が課題であ
る。
第５に，両社とも，成長機会を海外市場開拓に向ける必要があり，ウォル
マートは BRICs（ブラジル，ロシア，インド，中国）を標的に，イオンもア
ジア，特に中国事業とアセアン事業に活路を求めている。両社とも，それぞ
れ独自の強力なビジネスモデルを構築して，国内市場を制覇したのであるが，
今後はさらに真のグローバル小売業へ進化したビジネスモデルの構築が重要
課題である。
３．今後の研究課題
本研究では，小売マーケティングの体系化への試論として，ウォルマート
とイオンの総合小売業での実践例を幾つか取り上げてきた。特に業態開発や
ビジネスモデルの構築に焦点を当てて?察した。今日の消費市場では，小売
業態のライフサイクルは短縮化しており，新業態の開発とともに，絶えざる
イノベーションを継続していかないと，衰退の危機に陥る時代となっている。
そこで，最後に，今後の研究課題を幾つか列挙していく。
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第１に，現在の日本や米国のような成熟化した社会では，企業毎に独自の
フォーマットを作り出す事例が多く，その結果，業態の解体化や融合化など
顕著になって，業態として括り難くなっている。例えば，イオン方式やイトー
ヨーカー堂方式，ユニクロ方式のように，個別企業単位でビジネスモデルを
?察する必要もある。米国でも同様であろう。
第２に，小売業は物品販売サービス業とも言われるように，サービス業と
しての側面も併せ持っている。そこで，サービス・イノベーションを促進し
て生産性向上を図ることも必要とされるため，サービス業に製造業の科学お
よび技術を取り入れ，サービス業を科学的に捉えるというサービス・サイエ
ンスやサービス工学への関心が強まっている。製造業と小売業の融合が新し
いイノベーションの形を創り出すこともあり，小売業分野への科学的・工学
的アプローチに日本でも関心が集まっており，本格的な研究が始まっている
が，さらなる研究の進化が課題である。また，モノの流通という側面に対し
ては，情報とリンクさせて，ウォルマートもイオンも世界的に見ても最高水
準の効率的な SCM を構築してきた。こうしたグローバル・ロジスティクスを
一層向上させるためにも，物流（ロジスティクス）工学の面からの研究も重
要課題である。今後は，情報科学や人間工学など学際的な研究を深めること
も課題である。
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? ウォルマートの2011年１月期のアニュアル・レポートを参照。
? 以下のウォルマートの国際立地戦略については，白石善章・鳥羽達郎（2003）「小売企
業の総合型業態による海外戦略??ウォルマートの海外展開を通じて??」『流通科学大
学論集流通・経営編』第16巻第１号，pp.83-107を参照した。
? 最近のレポートでは，Retail（小売），wholesale（卸売），other（その他）の３分類で
表記され，小売業態別分類の店数が不明のため，2009年レポートを使用した。
? 渦原実男（2007）「総合スーパーのマーケティングと経営課題」『日米流通業のマーケ
ティング革新』同文舘出版，pp.75-87を参照。
? 矢作敏行 (2007）「イオンの東南アジア戦略」「イオンの中国戦略」『小売国際化のプロ
セス』有斐閣，pp.122-181を参照。
? 以下，最新の情報は，イオンの広報（2009）『イオン・マガジン』26号を参照。
? 原田英生 (2008）『アメリカの大型店問題??小売業をめぐる公的制度と市場主義幻想
??』有斐閣を参照。
? 渦原実男（2007）「まちづくりと小売商業政策」『日米流通業のマーケティング革新』
同文舘，pp.43-74で改正まちづくり三法の問題を詳述している。
? 最近のウォルマートの経営戦略転換については，渦原実男（2008）「ウォルマートの経
営戦略転換とマーケティング」『西南学院大学商学論集』第55巻２・３合併号，pp.89-114
を参照。
? Wal-Martのホームページを参照。国際立地戦略とともに，Sustainabilityも重視して
きている。
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